奈良県税務総合クラウドサービス導入・運用保守業務委託契約書（案）
奈良県（以下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」という。）は、上記の業務について、甲が乙に業務を発注し、乙がこれを請け負うことに関し、おのおの対等な立場における合意に基づいて、次の契約条項によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
（委託業務）

第１条　本契約に基づき甲が乙に委託し、乙が受託する奈良県税務総合クラウドサービス導入・運用保守業務委託は、別紙「奈良県税務総合クラウドサービス導入・運用保守業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）の内容に定める業務（以下「委託業務」という。）とする。

（委託料）

第２条　本契約の委託料は、下記のとおりとする。

（１）　委託料総額　金 ○○○○○○ 円

（うち取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額　金 ○○○○○○ 円を含む。）
　　　ア　導入業務に係る委託料　　　金 ○○○○○○ 円

（うち取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額　金 ○○○○○○ 円を含む。）
　　　イ　運用保守業務に係る委託料　金 ○○○○○○ 円

（うち取引に係る消費税及び地方消費税に相当する額　金 ○○○○○○ 円を含む。）
　　　なお、各年度別内訳金額については、別紙支払内訳書のとおりとする。

（履行期間）

第３条　委託業務の期間（以下「履行期間」という。）は、契約締結日から令和13年12月31日までとする。
　（１）　導入業務　　　　契約締結日から令和８年９月30日まで
　（２）　運用保守業務　　令和８年10月１日から令和13年12月31日まで

（履行場所）

第４条　本契約に基づく委託業務の遂行場所（以下「履行場所」という。）は奈良県総務部税務課又は乙の申し出により甲の認める場所において実施するものとする。

（契約保証金）

第５条　契約保証金は、奈良県契約規則（昭和39年５月25日奈良県規則第14号）第19条の規定による。
（委託業務の実施状況の報告等）

第６条　乙は、本委託業務の毎月の実施状況を遅延なく、書面をもって甲に報告しなければならない。
２　甲は、必要があると認めるときは、乙の作業する場所等に立ち入り検査することができるとともに、本委託業務の実施に必要な指示をすることができる。
３　乙は、委託業務において事故が発生した場合は、速やかに甲に報告しなければならない。

（資料の保管）

第７条　乙は、本委託業務で作成した資料等、本委託業務に係る資料を適正に保管しなければならない。
（委託業務の内容変更等）

第８条　甲は、本契約締結後の事情により、委託業務の内容の全部又は一部を変更することができる。この場合において、委託料、履行期間又は重要な委託業務内容を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。
２　甲又は乙は、物価の変動その他特別の事情により委託料の額が著しく不当となった場合は、その実情に応じ、甲乙協議の上、委託料の額を変更することができるものとする。
（天災その他不可抗力による契約内容等の変更）

第９条　契約締結後において、天災その他予期することができない事由に基づく経済情勢の激変等により契約内容等が著しく不適当と認められるに至ったときは、甲乙協議の上、契約金額その他の契約内容を変更することができる。

　（成果物等）

第10条　乙は、甲が提供する委託業務に関する資料及び甲の指示に基づき委託業務を実施し、仕様書に定められた期日までに成果物を甲に納入するものとする。
　（検査及び引渡し）
第11条　乙は、履行期間の各会計年度末（導入業務及び運用保守業務ごとの履行期間末日においてはその日）までの業務を完了したときは、その旨を甲に通知しなければならない。

２　甲は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から10日以内に乙の立会いの上、仕様書等に定めるところにより、業務の完了を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を乙に通知しなければならない。

３　甲は、前項の規定による検査によって業務の完了を確認した後、乙が成果物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該成果物の引渡しを受けなければならない。

４　甲は、乙が前項の申出を行わないときは、当該成果物の引渡しを委託料の支払の完了と同時に行うことを請求することができる。この場合において、乙は、当該請求に直ちに応じなければならない。

５　乙は、委託業務が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して甲の検査を受けなければならない。この場合において、修補の完了を業務の完了とみなして前各項の規定を準用する。
　（委託料の支払い）
第12条　乙は、前条第２項（同条第５項において準用する場合を含む。）の検査に合格したときは、委託料の請求書を提出するものとする。
２　甲は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から30日以内に委託料を支払わなければならない。

（危険負担）

第13条　納入前に成果物に滅失き損が生じた場合には、甲の責に帰すべき場合を除き、その滅失き損は乙の負担とする。

２　納入後に成果物に滅失き損が生じた場合には、乙の責に帰すべき場合を除き、その滅失き損は甲の負担とする。

（成果物の品質に関する担保責任）

第14条　成果物の品質に関して契約内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があるときは、甲は乙に対して期間を定めてその契約不適合の修補を請求し、又は修補の請求に代えもしくは修補の請求とともに損害賠償を請求することができる。

２　前項の規定による修補又は損害賠償の請求ができる期間は、品質に関して契約内容に適合しないことを知ってから一年間とする。
３　乙は、甲に対し、成果物が仕様書に基づいて作成されていることを保証するものとする。なお、仕様書に基づいて作成されていない場合は、成果物に契約不適合があったものとする。
４　乙は、成果物に不具合がある場合は、成果物の契約不適合として乙の責任で当該不具合を是正しなければならない。

５　甲が第１項、第３項及び第４項の契約不適合の有無を判断するにあたり不明点等がある場合には、乙がその調査を行って甲に報告することを含むものとする。

６　甲が乙に第１項の規定による損害賠償の請求をする場合は、損害賠償金額相当の物品等の納入請求をもってこれに代えることができる。

　（著作権の帰属等）
第15条　成果物のうち、新規に作成された著作物の著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第21条から第28条までに規定する権利をいう。以下同じ。）については甲及び乙が均等に共有するものとし、甲乙又は第三者に従前から帰属していた著作物の著作権についてはそれぞれ甲、乙又は第三者に帰属するものとする。

２　甲及び甲の指定する者は、前項の規定により乙又は第三者に著作権が帰属する著作物につき、業務及び業務の目的に沿った事業（以下「業務及び事業」という。）の実施に必要な範囲において、無償で利用、複製、翻訳及び改変することができるものとする。
３　成果物に第三者に帰属する著作物の著作権が含まれている場合には、乙は、あらかじめ当該第三者との間で甲、甲の指定する者及び乙に対して第三者の所有する著作物の利用、複製、翻訳及び改変を無償で許諾する旨を書面で確認するものとする。

４ 第２項の利用、複製、翻訳及び改変については、甲が必要と判断する限りにおいて、本契約の満了又は解除等契約終了事由の如何を問わず、本契約終了後も継続するものとする。

５ 乙は、第１項に基づく成果物を第三者に提供を希望する場合は，該当箇所を明確に示した上で、書面により甲に通知し、甲の承諾を得ることとする。また、第三者への提供が決定した場合においても、同様に書面により甲に通知することとする。

　（著作者人格権）
第16条　乙は、甲及び甲の指定する者に対し、成果物に関する著作者人格権（著作権法第18条から第20条までに規定する権利をいう。以下同じ。）を一切行使しないものとする。ただし、あらかじめ、甲の承諾又は合意を書面で得た場合はこの限りではない。
２ 第三者に成果物の著作権が帰属する場合には、乙は、その者との間であらかじめ、甲及び甲の指定する者に対し、著作者人格権を一切行使しない旨の契約を締結するものとする。

３ 第一項及び前項の著作者人格権の不行使については、甲が必要と判断する限りにおいて、本契約の満了又は解除等契約終了事由の如何を問わず、本契約終了後も継続するものとする。

　（書面の提出）
第17条　乙は、甲に対し、成果物の引渡しまでに、第15条第３項の書面及び前条第２項の契約書の写しを提出しなければならない。
　（著作物の利用許諾等に要する経費）
第18条　第15条及び第16条の規定により、甲及び甲の指定する者が、乙又は第三者から許諾を受ける著作物の利用許諾等に要する経費は委託料に含まれる。

　（特許権等の帰属等）
第19条　本契約に基づき実施した委託業務の過程で生じた特許法（昭和34年法律第121号）に規定する発明その他の知的財産（以下「発明等」という。）に係る特許権その他の知的財産権（知的財産基本法（平成14年法律第122号）第２条第２項に規定する知的財産権をいい、著作権は除く。以下「特許権等」という。）は、当該発明等を行った者が属する当事者に帰属するものとする。

２　甲及び乙が共同で行った発明等から生じた特許権等については、甲及び乙の共有（持分は貢献度に応じて別途甲乙協議の上定める。）とする。この場合、甲及び乙は、共有に係る特許権等につき、それぞれ相手方の同意及び相手方への対価の支払なしに自ら実施し、又は第三者に対し通常実施権を許諾することができるものとする。ただし、乙が第三者に発明等を用いた提案を行う場合は、該当箇所を明確に示した上で、書面により甲に通知し、甲の承諾を得ることとする。また、その提案が第三者において受諾された場合においても、同様に書面により甲に通知するものとする。

３　乙は、第１項に基づき特許権等を保有することとなる場合、甲及び甲の指定する者に対し、業務及び事業の実施に必要な範囲において、当該特許権等の通常実施権を許諾するものとする。なお、当該許諾の対価は、委託料に含まれる。

４　甲及び乙は、第２項もしくは前項に基づき相手方と共有し、又は相手方に通常実施権を許諾する特許権等について、必要となる職務発明の承継手続（職務発明規定の整備等の職務発明制度の適切な運用、譲渡手続等）を履践するものとする。
　（第三者の権利侵害）
第20条　成果物が第三者の著作権、特許権その他の権利を侵害しているとして、第三者との間に紛争が生じた場合は、乙は、甲に対し、その事実関係を速やかに通知しなければならない。

２　前項の場合において、乙は、乙の責任と負担においてこれを解決しなければならない。

ただし、当該侵害が甲の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。
（再委託の禁止）

第21条　乙は、委託業務の全部又は主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

２　乙は、委託業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとする場合は、あらかじめ書面により甲の承諾を得なければならない。

３　前項の場合において、乙は第三者の行為について甲に対して全ての責任を負うものとする。

　
（権利義務の譲渡等）
第22条　乙は、本契約によって生じる権利もしくは義務を、いかなる方法を問わず、第三者に譲渡し、承継し、一括して下請もしくは委任し、又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を受けた場合は、この限りでない。
（契約の解除）

第23条　甲は、次の各号の一に該当する場合においては、契約を解除することができる。

（１）　乙がその責に帰する事由により履行期限内もしくは履行期限後相当の期間内に契約を履行しないとき、又は履行する見込みがないと認められるとき。

（２）　乙が正当な理由なく契約の履行の着手を遅延したとき。

（３）　乙が契約の履行に関し、不正の行為をしたとき。

（４）　乙が正当な理由なく検査、検収、監督等関係職員の職務の執行を妨げたとき。

（５）　乙がこの契約に違反し、相当の期間を定めた甲の催告受領後、相当期間内に当該違反行為の是正を行わなかったとき。

（６）　乙が乙の都合により契約の解除を申し出たとき。

（７）　乙が故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。

（８）　乙の役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。

（９）　暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき。

（10）　乙の役員等が、その属する法人、自己もしくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。

（11）　乙の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的もしくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与しているとき。

（12）　第10号及び第11号に掲げる場合のほか、乙の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

（13）　この契約に係る資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「購入契約等」という。）に当たって、その相手方が第９号から第13号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したとき。

（14）　この契約に係る購入契約等に当たって、第８号から第12号までのいずれかに該当する者をその相手方としていた場合（第13号に該当する場合を除く。）において、本県が当該購入契約等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。

（15）　この契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を本県に報告せず、もしくは警察に届け出なかったと認められるとき。

２　甲は、第１項に基づき本契約を解除しようとするときは、事前にその理由を記載した書面により乙に通知するものとする。
３　甲は、第１項に定める場合のほか、契約の履行が完了しない場合において、特に必要があるときは甲乙協議のうえ、契約を解除することができる。

　（損害賠償）
第24条　乙は、前条第１項に規定する内容その他その責に帰する理由により委託業務の実施に関し、甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

２　甲は、前条第１項の規定により契約を解除したことにより生じた損害の賠償を、乙に請求することができるものとする。

３　乙は、前条第１項の規定により契約を解除されたことにより生じた損害の賠償を、甲に請求できないものとする。

４　第２項及び第14条第１項の損害賠償金は、履行済みの業務に対し、甲が乙に支払うべき委託料の額から控除することができる。

（履行遅滞）

第25条　乙は、成果物の納入が仕様書に定める履行期限までに完了しないと認められる場合、速やかにその理由及び履行完了の予定時期等について、書面をもって甲に申し出るものとする。

２　乙は、自己の責に帰すべき事由により、成果物の納入に遅滞が生じた場合、履行期限の翌日から履行完了の日までの期間の日数に応じ、契約金額から甲が算定する納入済と認められる部分の成果物に相当する額を控除した額について年10.75％の割合を乗じて算定した額を遅延利息として甲に納付しなければならない。ただし、その金額が1,000円未満である場合又は甲がやむを得ないと認めた場合は、この限りではない。

３　乙は、甲が第12条第２項による委託料の支払いに遅延した場合、遅延日数に応じ、未受領の額について年10.75％の割合を乗じて算定した額を遅延利息として甲に請求することができる。ただし、その金額が1,000円未満である場合は、この限りではない。

（秘密保持及び個人情報の保護）

第26条　乙（乙の委託を受けた者を含む。本条において以下同じ。）は、本委託業務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、これらの秘密を他の目的に利用してはならない。本契約の履行に当たり、奈良県情報セキュリティポリシーを遵守すること。特に別紙「情報セキュリティに係る特記事項」について留意すること。

２　乙は、個人情報の取扱いについて、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。

３　前２項の義務は、本契約が終了又は解除された後においても同様とする。

４　前３項に定める義務に乙が違反したときは、乙は甲及び損害を受けた第三者にその損害を賠償しなければならない。

　（目的外の使用禁止）
第27条　乙は、甲が指示した以外の目的のために、本委託業務に係る資料、成果物その他履行過程において得られた記録等一切の資料（以下「関係資料」という。）を使用してはならない。

２　乙は、甲が別に指示する以外に成果物を複写し、又は複製してはならない。

３　乙は、甲の許可なくして、第三者に関係資料を閲覧させ、又は提供してはならない。

（履行不能の場合の措置）

第28条　乙は、その責に帰することができない事由により契約の全部もしくはその一部を履行することができないときは、甲の承認を得て、当該部分についての義務を免れるものとし、甲は当該部分についての委託料の支払い義務を免れるものとする。

（原始資料等の提供及び返還）

第29条　甲は、乙が委託業務の遂行のために必要な甲が保有する資料、情報、機器等（以下「原始資料」という。）を、乙の書面による要求により可能な範囲で乙に無償で貸与、開示等の提供を行うものとする。

２　乙は、前項の提供を受けた原始資料のうち、委託業務の履行上不要となった原始資料等については、遅滞なくこれを甲に返還しなければならない。

３　乙は、故意又は過失により第１項の提供を受けた原始資料を滅失もしくはき損し、又はその返還が不可能になったときは、甲の指定した期間内に代品を納めもしくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。

（原始資料等の管理）

第30条　乙は、甲から提供された原始資料等を善良なる管理者の注意義務をもって管理、保管し、かつ委託業務の遂行以外の目的に使用してはならない。
２　乙は、甲から提供された原始資料等について複製、又は委託業務の作業場所から搬出する必要が生じた場合は、甲の書面による事前の承諾を得てから行わなければならない。

（管轄裁判所）

第31条　本契約に関する訴訟については、奈良地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（契約に係る経費）

第32条　本契約の締結に係る経費については、乙の負担とする。

（補則）

第33条　この契約書について疑義が生じた場合又はこの契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ、これを定める。

本契約の証として本書２通を作成し、甲乙双方記名押印のうえ、各自１通を保有する。
令和６年　　月　　日

　　　　　　　　　甲　　　所在地　　　　奈良県奈良市登大路町30番地

氏　名　　　　奈良県知事　山下　真
乙　　　所在地　　　　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○
